




私立保育所に対する委託費の経理等通知における設置者から提出いただく計算書等について

提出書類

準拠する会計基準

備考社
会
福

祉
法
人

会
計

企
業
会

計
そ
の
他

の
会
計

1 収支予算書 ○ ○ ○ 新規開設施設で開設前から拠点区分を設けていない施設は収支予算書のみ御提出ください。
※開設前から拠点区分を設けている施設はNo.2以下の書類も御提出ください。

2 資金収支計算書 ○ △ ○ 会計年度における当該拠点の資金の増減を明瞭に表示した書類。
※学校法人会計に準拠する場合は、資金収支内訳表を含む。

3 準拠する会計基準により次の何れかの計算書
・事業活動計算書（社福会計）
・損益計算書（企業会計）
・事業活動収支内訳表（学校法人会計）他

○ ○ ○ 会計年度における当該拠点の純資産の増減を明瞭に表示した書類。

※企業会計に準拠する場合で、資金収支計算書を作成しない場合には、拠点区分の損益計算書に
以下の細分を記載するか、別紙内訳書等の添付が必要。
①売上高の内訳として、公定価格、利用者等利用料収入、市加算額その他の事業収入等の
別による収入額
②売上原価並びに販売費及び一般管理費等の内訳として、社福会計の人件費・事業費・事務
費の各中区分程度の費目ごとの支出額

4 貸借対照表及び注記 ○ ○ ○ 会計年度末における当該拠点の全ての資産、負債及び純資産の状態を明瞭に表示した書類並びに
当該拠点の計算書類に係る注記。

5 基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定
資産）の明細書

○ ○ ○ 当該拠点の資産の種類ごとの残高を表示した書類。
※企業会計に準拠する場合は、固定資産台帳明細書等名称は問わない。

6 引当金明細書 △ △ △ 当該拠点の徴収不能引当金、賞与引当金、退職給付引当金等の状況を表示した書類。

7 拠点区分資金収支明細書 △ △ △ 子育て支援事業等について、サービス区分を設けて事業を実施する場合に、事業ごとの資金収支状
況を表示した書類。

8 積立金・積立資産明細書 △ △ △ 当該拠点の各積立金・積立資産の残高等を表示した書類。

9 サービス区分間繰入金明細書 △ △ △ 会計年度における当該拠点のサービス区分間での繰入金（弾力運用によるものを含む）を表示した
書類。

10 サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書 △ △ △ 会計年度末における当該拠点のサービス区分間での貸付金（借入金）残高を表示した書類。

11 収支計算分析表 △ △ △ 経理等通知の5-(2)に該当する場合（当該会計年度の各種積立資産への積立支出と当期資金収支
差額合計が事業活動収入計の5％を上回る場合等）に作成する書類。

12 積立資産の目的外使用や他施設充当若しくは前
期末支払資金残高の取崩や他経費充当の理事
会又は市の承認に係る書類の写し

△ △ △ 事前に理事会又は市の承認が必要とされている積立資産の目的外使用や他施設充当若しくは前期
末支払資金残高の取崩や他経費充当について、適正に実施されていることを証する書類（理事会議
事録及び算出根拠又は保育第１課の承認通知）。

13 預金残高証明書 ○ ○ ○ 拠点区分の貸借対照表の現金預金に計上している預金額（現金と分けて表示していない場合は別
途当該現金の出納簿等の年度末残高が分かるページの写しが必要）を挙証する当該年度末の金融
機関発行の預金残高を表示した書類。

＜拠点区分ごとに提出いただく計算書等＞ ○は全施設、△は該当項目を計上等する場合に提出をしてください。
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＜法人全体として提出いただく計算書（事業区分によるものを含む）等＞

提出書類

準拠する会計基準

備考
社
会
福
祉

法
人
会
計

企
業
会
計

そ
の
他

の
会
計

1 資金収支計算書 ○ △ ○ 法人全体の直近会計年度における資金の増減を明瞭に表示した書類。
※社福会計の場合は拠点及び事業区分の内訳表も併せて添付すること。No.2・3において
同じ。

2 準拠する会計基準により次の何れかの計算書
・事業活動計算書（社福会計）
・損益計算書（企業会計）
・事業活動収支計算書（学校法人会計）他

○ ○ ○ 法人全体の直近会計年度における純資産の増減を明瞭に表示した書類。

3 貸借対照表及び注記 ○ ○ ○ 法人全体の直近会計年度末における全ての資産、負債及び純資産の状態を明瞭に表示
した書類並びに法人全体の計算書類に係る注記。

4 借入金明細書 △ △ △ 法人全体の直近会計年度における金融機関等からの借入等の増減を対象となる区分・拠
点ごとに表示した書類。
※企業会計に準拠する場合は当該拠点区分に係るものの提出でも可。

5 寄附金収益明細書 △ △ △ 法人全体の直近会計年度における寄附金収益を対象となる区分・拠点ごとに表示した書
類。
※企業会計に準拠する場合は当該拠点区分に係るものの提出でも可。

6 補助金事業等収益明細書 △ △ △ 法人全体の直近会計年度における補助金事業等の収益を対象となる区分・拠点ごとに表
示した書類。
※企業会計に準拠する場合は当該拠点区分に係るものの提出でも可。

7 事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書 △ △ △ 法人全体の直近会計年度における事業区分間及び拠点区分間での繰入金（弾力運用に
よるものを含む）を表示した書類。

8 事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残
高明細書

△ △ △ 法人全体の直近会計年度末における事業区分間及び拠点区分間での貸付金（借入金）
残高を表示した書類。

9 基本金明細書 △ △ △ 法人全体の直近会計年度における法人の設立又は施設の創設・増築若しくは社会福祉
法人が維持持続するために必要なものとして、理事者等から収受した寄付金等の増減を
拠点ごとに表示した書類。
※企業会計に準拠する場合は当該拠点区分に係るものの提出でも可。

10 国庫補助金等特別積立金明細書 △ △ △ 法人全体の直近会計年度における基本財産等の取得に充てられることを目的として国等
から拠出された補助金等の積立と取崩の内容を拠点ごとに表示した書類
※企業会計に準拠する場合は当該拠点区分に係るものの提出でも可。

11 財産目録 ○ － ○ 法人全体の直近会計年度末における全ての資産及び負債につき、その名称、数量、金額
等を詳細に表示するもの。※貸借対照表に記載した金額と同一であること。

12 預金残高証明書 ○ － － 金融機関発行の年度末の預金残高を表示した書類（こども未来局所管法人のみ提出）

13 保育所を経営する事業に係る現況報告書 ○ ○ ○ 保育所を経営する事業に係る現況を報告した書類。

○は全施設、△は該当項目を計上等する場合に提出をしてください。



提出日　令和５年　月　日

【提出期限：令和５年６月３０日（金）】

法人名
保育所名
担当者名
連絡先

【拠点区分の計算書類】

社会福祉法人
会計

企業会計 その他の会計 準拠する会計基準

1 収支予算書（令和５年度のもの（全園）） ○ ○ ○
2 資金収支計算書 （以下、令和４年度決算（令和５年度開設園は原則提出不要）） ○ △ ○

3

準拠する会計基準により次の何れかの計算書
・事業活動計算書（社福会計）
・損益計算書（企業会計）
・事業活動収支内訳表（学校法人会計）他

○ ○ ○

4 貸借対照表及び注記 ○ ○ ○
5 基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書 ○ ○ ○
6 引当金明細書 △ △ △
7 拠点区分資金収支明細書 △ △ △
8 積立金・積立資産明細書 △ △ △
9 サービス区分間繰入金明細書 △ △ △
10 サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書 △ △ △
11 収支計算分析表 △ △ △

12 積立資産の目的外使用や他施設充当若しくは前期末支払資金残高の取崩や
他経費充当の理事会又は市の承認に係る書類の写し

△ △ △

13 預金残高証明書 ○ ○ ○

【法人全体の計算書類】

社会福祉法人
会計

企業会計 その他の会計 準拠する会計基準

1 資金収支計算書 ○ △ ○

2

準拠する会計基準により次の何れかの計算書
・事業活動計算書（社福会計）
・損益計算書（企業会計）
・事業活動収支計算書（学校法人会計）他

○ ○ ○

3 貸借対照表及び注記 ○ ○ ○
4 借入金明細書 △ △ △
5 寄附金収益明細書 △ △ △  
6 補助金事業等収益明細書 △ △ △
7 事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書 △ △ △
8 事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書 △ △ △
9 基本金明細書 △ △ △
10 国庫補助金等特別積立金明細書 △ △ △
11 財産目録 ○ ○
12 預金残高証明書（川崎市こども未来局所管法人のみ） ○
13 保育所を経営する事業に係る現況報告書 ○ ○ ○

【その他】連絡事項等があれば御記入ください。

【監査担当使用欄】

令和５年度保育所指導監査の実施に伴う財務諸表等の「提出チェックリスト兼送付表」

準拠する会計基準

準拠する会計基準
提出書類

提出書類

残高証明書の額と貸借対照表の現金預金の額の一致を確認
【留意事項】
・「現金預金」に小口現金残高額も含まれている場合は小口現金出納帳の写しなど小口現金の残高が分かるものも併せて提出してください。
・残高証明書の額に「現金預金」以外の額（基金等）が含まれている場合は、下の連絡欄に、金額の内訳が分かるよう記載してください。

次シート「私立保育園委託費弾力運用の概況」の記入

また、この「チェックリスト」及び次シート「私立保育園委託費弾力運用の概況」は計算書類と併せて御提出をお願いします。

別紙２

※法人本部から一括して各保育所の財務諸表の提出を行う場合
には、該当保育所と提出書類が分かるよう、保育所ごとにシー
トを分ける等の御対応の上、御提出ください。なお、各保育所
において提出する書類が同一の場合には、左側の保育所名の欄
に該当する保育所名をまとめて記入していただいても結構です。

⇒次シートに続く



私立保育園委託費弾力運用の概況

保育園名

事業活動収入計 ①

うち委託費収入 ②

積立金支出総額（④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧） ③ 0

人件費積立資産支出
（退職給付引当資産支出を含む）

④

修繕費積立資産支出 ⑤

備品等購入資産資産支出 ⑥

保育所施設・設備整備積立資産支出 ⑦

その他の積立資産 ⑧

当期資金収支差額合計 ⑨

前期末支払資金残高 ⑩

当期末支払資金残高 ⑪ ※⑪＝⑨＋⑩の関係性となっていることを御確認ください。

⑫ 左の欄に繰入金支出の財源を記載（例：委託費）

⑬ 左の欄に繰入金支出の財源を記載（例：前期末支払資金残高）

事業活動収入 ⑭

⑮

収支計算分析表提出の必要性

#DIV/0! 5%を超えている場合は収支計算分析表の提出が必要

当期末支払資金残高の委託費収入30%以内の確認

#DIV/0! 30%を超えている場合は過大保有

確認項目等

（③＋⑨）÷①

⑪÷②

R４年度決算

他の保育園拠点・子育て支援事業に係る繰入金支出

法人本部の運営経費に係る繰入金支出

R5年度予算

前期末支払残高取崩額（＝当期資金収支差額のマイ
ナス表示額）
※当期資金収支差額がプラスの場合は「0」と記載

以下、自動計算

内訳



収支計算書等における収入科目の整理について

拠点区分の収支計算書等における収入科目については、準拠する会計基準に関わらず、子どものための教育・保育給付費等にお
ける公定価格と市加算額を以下のとおり分けて計上するようにしてください。

大区分 中区分 小区分

保育事業収入

委託費収入

公定価格

市加算額

毎月の給付費等のうち、「支払額（給付費）」に該当する部分です。

子ども・子育て支援法附則第６条の規定による委託費に当たるもので、国の経理等通知の弾力運用の対象となるのは当該部分
に限られます。

毎月の給付費等のうち、「支払額（市助成）」に該当する部分です。各加算額について目的どおりの執行が求められます。

※市外児童分についても、それぞれ分けて計上してください。

利用者等利用
料収入（公費）利用者等

利用料収入

※保育所等に関連する事業に対して、国及び地方公共団体から交付される補助金
事業（市加算額を含み、施設・設備整備に係る補助金を除く）に係る収入を計上

※保育所等に関連する補助金事業（延長保育、一時保育、年度限定型保育等）に
係る国及び地方公共団体以外（利用者含む）からの収入を計上

※通常保育における実費徴収額にかかる補足給付収入を計上

社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準
に
よ
る

資
金
収
支
計
算
書
等
の
場
合

企
業
会
計
基
準
よ
る

損
益
計
算
書
の
場
合

売上高

公定価格

利用者等
利用料収入

市加算額その
他の事業収入

※左記のように細分した項目（項目名は必ずしも同一でなくともよい。また、市加算額とその他
の事業収入を分けて計上することも可）を追加するか、売上高の内訳を同等の水準で示した内
訳書を別途添付により提出

（細分した項目）

※社会福祉法人会計基準における勘定科目は、平成28年3月31日雇児総発0331第7号「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について」別添３による。

＜会計基準ごとの計上方法の例＞

その他の
事業収入

利用者等利用
料収入（一般）

補助金事業
収入（公費）

補助金事業
収入（一般）

※原則として、子ども・子育て支援法附則第６条に規定する委託費収入（公定価格）を計上

※通常保育における実費徴収額のうち補足給付収入以外の収入を計上

※なお、事業活動計算書のサービス活動収益についても下記と同様の仕訳を行ってください。

※なお、本市の従前の取扱いである委託費収入を小区分で公定価格と市加算額に分ける方法でも可

参考資料


